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〈研究報告〉
国立大学法人附属養護学校における地域のセンター的役割
三浦 光哉 (山形大学、 宮城教育大学特別支援教育総合研究センタキ員研究員)
1 .はじめに
文部科学省は、 2003年 3月に『今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)~、
さらに、 2004年 1月に『小・中学校における LD、ADHD、高機能自閉症の児童生徒
への教育支援体制の整備のためのガイドライン(試案) ~を刊行し、その中で、盲・
聾・養護学校が地域の特殊教育のセンターとして機能を充実していくことや各学校に
おいてその役職を担う特別支援教育コーディネーターの役割を示した この指針によ
り、全国の盲・聾・養護学校では、対外的な役割として、地域の小・中学校に在学し
ている軽度発達障害児への巡回相談・支援、教員に対する公開講座や研修会等を企画
し、早急にその支援体制整備を積極的に進めている O
一方、国立大学法人附属養護学校(以下、 「附属養護学校」と称す)では、これま
で研究等の先駆的役割を担ってきたり、教育相談事業を積極的に展開している学校も
見られたが、特殊教育から特別支援教への転換に伴って、これまで以上に地域のセン
タ一役割を発揮していかなければならないであろう D
そこで、附属養護学校が現在、どのような取り組みを実施しているかについて、ア
ンケート調査の結果から報告する O
I. 方法
1 .調査対象
全国の国立大学法人附属養護学校 42校を対象としたD
2. 調査期間
2004年 11月'"'-'2005年 1月とした。
3. 調査方法
調査用紙を各学校に郵送し、 35校(回収率 83.33%) から回答を得た。記入者は、
各養護学校の特別支援教育コーディネーターまたは地域支援部担当者などである O
4. 調査内容
主な調査内容は、特別支援教育コーディネーターの設置有無、個別の教育支援計画
作成経験の有無、小・中学校への巡回支援内容及び回数、小・中学校からの要請内容
及び回数、地域のセンター化実施に向けての取り組み内容、大学との連携等、約 20
項目にわたっている。しかし、本稿では、特に地域のセンター的役割に関する項目の
みを抜粋して報告する O
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il. 結果
1 . これまで附属養護学校が果たしてきた地域での役割
図 1には、附属養護学校がこれまで各都道府県の先導的な役割としてどのような取
り組みを実施じてきたかについて示した O その結果、 「自校における教育相談Jが 89
% (31校)と最も多かった。次いで、 「研修会・学習会での講師や助言jが 80%(28校)、
「公開授業や公開研究会の実施jが 71% (25校)、 「小・中学校等への巡回相談・支援」
が 63%(22校)の順であっ
た。このように、附属養護
学校では、相談機能、研究
|小・中学校等への巡回相談・支援
( 公開授業や公開研究会の実施
( 研修会・ 学習会での講師や助ロ
における相談機能
」
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機能、指導機能の 3視点に
より従来から地域のセンタ
ー的役割としての取り組み
を実施してきたことが明確
となっている D
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2. 特別支援教育コーディネーターの配置
図 2には、附属養護学校が特別支援教育を推
進するにあたって、その中心的役割を担う特別
支援教育コーディネーターの配置について示し
た O その結果、「配置している」が 46%(16校)、
「同様な役職を配置している」が 31%(11校)、
「将来的に配置しようと考えている J が 14%
( 5校)、 「今のところ配置する計画がないJが
配置している
46見
図2 特別支援教育コーディネーターの配置
9 % (3校)であった O 現在、その名称が別としても特別支援教育コーディネーターの
役割を担う校務配置をして、地域のセンター的役割を推進していこうとしている附属
養護学校は、 8割弱であることが明らかとなった O
3. 学校組織や事業の転換
図 3は、特殊教育から特別支援教育への転
換にあたって、附属養護学校が現在、学校の
組織を改革したり、新しい事業を展開するこ
とについて示した O その結果、 「組織の改革、
及び新事業の実施」が 40%(14校)、 「組織の
変わりなし
40見
組織の改革
及び
事業の実施
40知
新事業の展開 組織の改革 ! 
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改革」が 90/0(3校)、 「新事業の実施Jが 11 図3竺校組織や事業の転手 l 
% (4校)、 「従来と変わらない」が 40%(14校)であった O 特別支援教育の転換にあた
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って、これまでの学校組織を改革したり、新たな事業を展開している附属養護学校は、
6割であることが明らかとなった O
そこで、学校組織を改革したり、新たな事業を展開していることについて、その具
体的な取り組みの内容を示したのが図 4と図 5である O組織の改革の内容については、
17校中、 「地域支援部、支援委員会等の新設」が 82%(14校)で最も多く、次いで「相
談室やセンターの開設」が 35%(6校)、 「専門教師の配置Jが 12%(2校)であった O
また、新たな事業の展開については、 18校中、 「校外の巡回相談・支援」が 67%(12 
校)で最も多く、次いで「来校
による相談・支援」が 56%(10 
校)、「校内外の公開講座や研
修会の実施j が 33%(6校)、
「学校見学会や公開授業の増
加実施」が 22%(4校)、 「ホ
ームページ上による相談・支
援」が 6% (1校)、 「地域連
携会議の実施」が 6% (1校)
であった O これらの機能を集
約すると、教育相談の拡充、
特別支援教育の研修、附属養
護学校と地域とのネットワー
ク構築、情報発信と地域貢献
があげられた O
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図4 組織の改革内容
図5 新たな事業の内容
4. 小・中学校等への巡回指導・支援
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附属養護学校では、図 5にも示されているように 63%が地域の保育園、幼稚園、小
学校、中学校、高等学校、障害児施設等へ巡回相談・支援を実施している O 図 6には、
その具体的な年間の実施回数を示した O 平
成 15年度と平成 16年度を比較してみると、
「実施していない (0回)Jは、 40%(14校)
から 20%(7校)と半減した O また、 1 1 '"-' 
2回の実施Jも 17%(6校)から 6% (2校)
と3分の 1に減少した。それに相まって、
111回以上の実施」が大幅に増加した O こ
のことから、附属養護学校が地域の小・中
その他
(高校な
J 
中学校
7% 
図6 巡回相談・支援先
学校への巡回相談・支援が増加していることが明らかとなった。この中には、年間 100
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回以上も実施している学校が 2校あった O
また、図 7には、平成 16年度の附属養護学校の巡回相談・支援先を示した。巡回相
談・支援回数は計 711回にの
ぼり、その訪問先である保育
園・幼稚園が 192回 (27%)、
小学校が 377回 (53%) 、中
学校が 52回(7 %)、高校な |平成15年度
どその他が 90回 (13%)であ
った(図 7) 0 やはり小学校
が最も多く、半数以上を占め
ていることが明らかとなった。
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5. これから必要とされる内容
図 8には、附属養護学校が今後、地域のセンター的役割を担うために、最も必要と
されていることについて示したものである O その結果、 「相談機能の充実研修機
能の充実専門性を向上し
てリーダーシップを発揮」の
3者が 35校中 10校以上を占
めた O これらは、これまでも
役割を担ってきたが、今後も
充実していこうとするもので
ある O その他、附属養護学校
ならではの特徴的な内容とし
ては、 「大学との連携強化」
や「附属小・中学校に在学す
る軽度発達障害児への支援J
が挙げられている O
個別の教育支援計画の策定
幼児教室の開設
附属小・中学校への支援
大学との連携強化
情報機能の拡大
関係機関等のネットワーク構築
地域への総合支援
軽度発達障害児の知識、指導
専門性の向上、リーダー
相談事業の充実
研修機能の充実。
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図8 これから必要とされる内容
N 考察
1 .これまでの附属養護学校の役割
附属養護学校は、都道府県の盲・聾・養護学校と性格が異なり、これまで学校運営
や組織などで独自性を発揮してきた。特に、大学との連携の下に実践研究を継続的に
行ってきている O その最たるものは、公開授業や研究協議会であり、全国や地域の教
師や関係機関に対して研究発表することにより、障害児への指導の在り方や障害児教
育の方向性を示唆する重要な情報提供となっている O
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これまで附属養護学校が果たしてきた役割を集約してみると、図 1に示したように
「自校における教育相談研修会・学習会での講師や助言公開授業や公開研究
会の実施小・中学校等への巡回相談・支援」といった相談機能面、研究機能面、
指導機能面の大きく 3者に分けることができる D このような機能は、最近の「地域の
センター化機能」の役割に示されている内容を先駆的に実施してきたものと言えよう O
しかし、それぞれの機能を組織的・系統的に推進してきたかというと必ずしも明確で
はないように思われる O
2. 特別支援教育の転換にあたっての附属養護学校の対応
(1 ) 特別支援教育コーディネーターについて
校内・校外における特別支援教育の推進にあたっては、 「特別支援教育コーディネ
ーター」がその役割を担うことになる D 調査結果により、附属養護学校では 78%が特
別支援教育コーディネーターあるいは同様の役職を配置している D この数値は、同年
の全国の盲・聾・養護学校の配置率 74% (国立特殊教育総合研究所， 2004) と比較す
ると、若干高い数値となっている O これは、 2003年 4月から始まった「特別支援教育
推進体制モデ、ル事業j で小・中学校に特別支援教育コーディネーターが配置されたこ
とを受けて、附属養護学校が早い段階で校内に特別支援教育コーディネーターを配置
したことによるものと思われる O しかし、現状では、 23%の附属養護学校において、
まだ特別支援教育コーディネーターを配置していなし、さらに、 9%が将来的にも配
置計画がない O 配置していない附属養護学校では、 「地域のセンター的役割Jを担っ
ていけるか懸念される。
(2) 学校の組織や運営について
特殊教育から特別支援教育への転換を受け、 6割の附属養護学校で組織の改革や新
事業の展開を実施することになった O 組織では、 「地域支援部、支援委員会等の新設」
や「相談室や特別支援教育センタ一等の開設」である O 新たな組織の改革により、こ
の組織を活用して、地域の小・中学校に在籍する軽度発達障害児への「巡回相談・支
援」や、教員向けの「公開講座や研修会の実施」がより一層可能となったようである D
附属養護学校全 42校の中には、各学部とは独立した「自立活動など専用教室」が 4
校で設置されている O 従来よりこの教室では、校内の自立活動の専門的指導だけでな
く、教育相談や就学相談機能等も併せ持っていた O 今回、 「地域のセンター的役割j
の指針を受けて、新たに 6校で「支援室や特別支援教育センタ一等」を開設したこと
になる D しかし、都道府県立の盲・聾・養護学校と異なるのは、教員の確保が極めて
難しいことにある。それは、附属養護学校では、重複障害児や児童生徒数が増えたか
らといって、教員増につながらないことである O したがって、教員定数の中で遣り繰
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りしながら「支援室や特別支援教育センタ一等」を運営していることが推測される。
(3) 新たな事業の展開と地域支援について
組織改革により、新たな事業を展開することが多くなった。 1公開講座や研修会の
実施」はその一例である O 公開講座や研修会の内容としては、軽度発達障害児への理
解と具体的な支援に関するものが多く見受けられる。その実施にあたっては、大学と
連携しているケースが多いようである O これは、講師の選定に際して大学教員を活用
できるといったメリットがあるからであろう。
また、地域の小・中学校等への巡回相談・支援についても、 「地域支援部等」の組
織を明確化したことにより、年々増加する傾向にある O 平成 16年度の年間実績では、
計 700件以上を数え、その期待度の大きさを示すものとなっている O 従来より附属養
護学校では、ほとんどが知的障害を主とする教育相談であったが、最近はこの障害種
別を超えて、軽度から重度といった広範囲にわたった相談件数が増えている O 要請さ
れる相談件数の学校種を見ると、小学校への支援が半数を超えている。しかし、通常
学級に在学している LD、ADHD、高機能自閉症、アスペルガー障害、さらに場面繊黙
や不登校といった特別ニーズ児に対する具体的な支援・指導の在り方については、そ
の指導経験が少ない附属養護学校の教員が明確にアドバイスできるかといった点で課
題となっている O これを少しでも改善しようと、大学の研究室で指導を受けている軽
度発達障害児に対して附属養護学校の教員が一緒に指導に携わっているケースや、校
内に「支援室や特別支援教育センタ一等」を開設して実際に指導をすることで教員の
指導力を向上させているケースも見られる o (三浦， 2006;香川大学教育学部特別支
援教室， 2004) 0 このような指導経験不足は、附属養護学校だけではなく、都道府県
立の盲・聾・養護学校における課題でもある O
3 附属養護学校の今後の方向性
附属養護学校が今後最も必要と考えている役割は、 「相談機能の充実研修機能
の充実専門性を向上してリーダーシップを発揮」の 3点を上位に挙げている O 附
属養護学校は、この 3点について従来より実施してきているものの、 「地域のセンタ
ー的役割」をより一層推進していくために、これまで以上に機能強化し、情報発信を
していかなければならないことのあらわれだと考える O このことにより、附属養護学
校が各都道府県の中心校としての存在感を誇示することにもなろう D 同時に、同じ附
属校でありながら附属幼稚園・小学校・中学校に在学している軽度発達障害の疑いの
ある幼児児童生徒に対する支援も必要となろう O しかし、附属学校園への支援は、教
員や保護者の理解に難しい面もあり、かなり抵抗が予想される O 附属学校園への支援
については、香川大学教育学部附属養護学校のように、 「特別支援教室」を設置して、
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その指導スタッフに附属幼稚園・小学校・中学校の教員を入れるなどすれば、連携し
やすくなるのではなし1かと思われる O
附属養護学校は国立大学法人という性格から、文部科学省指定の都道府県単位の特
別支援教育モデ、ル事業や特別支援教育コーディネーター養成研修には組み込まれてい
ない。それゆえ、独自の特別支援教育コーディネーター研修や各種の事業を立ち上げ
ている場合が多い しかし、今後は、附属養護学校も地域のセンター的役割を担う一
学校して、都道府県立の盲・聾・養護学校と「住み分け」をしながら協働して取り組
む必要があると考える O これまでの都道府県の中心校として、さらなる情報発信をし、
地域貢献を行うことが必要であろう O
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